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研究成果の概要（和文）：本研究では，まず，Ｒ．Ｋ．マートンを中心とするコロンビア大学応用社会調査研究所のグ
ループが1940年代に実施した計画的コミュニティ研究の概要を明らかにした。そして，1960年代以降の英国で形成され
たハウジングの社会学が，都市の希少資源の配分をめぐる政治と，日常生活の物質文化を構成するさまざまな仕事の実
践という二つの焦点をもっていたことが分かった。本研究を通じて，ハウジングの社会学の展開を，社会心理学／政治
経済学／エスノグラフィという方法の創出過程として把握することができた。それは，ハウジングが，既存の理論や調
査手法の実験場から，固有の意義をもった対象として再発見されてゆく過程でもある。

研究成果の概要（英文）：In this study, the early stages of the sociological approach to housing in the Uni
ted States during the 1940s were elucidated. The main focus was on the remarkable, but almost unknown, res
earch on planned communities conducted by R. K. Merton and his colleagues at the Bureau of Applied Social 
Research, Columbia University.
Moreover, the cumulative development of the British sociological approach to housing that emerged during t
he 1970-80s was clarified. The two major issues were the politics of the distribution of scarce urban reso
urces and various forms of work constructing the home.
The results of this study showed that we could comprehend the evolution of the sociology of housing as a p
rocess generating several methodological approaches: social psychology, political economy, and ethnography
. The process might be seen as the redefinition of housing: from a laboratory of existing theories and res
earch methods to an objective with inherent significance.
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１．研究開始当初の背景 
 
この四半世紀ほどの間に，英語圏を中心と
して，住宅政策や住宅市場の研究をこえた，
「ハウジングの社会学」と総称しうる研究と
論争の蓄積が急速に厚みを増してきた。一方，
日本の社会学に目を転じれば，ハウジング研
究は活発とは言いがたい。長らく，住宅は建
築学や都市工学，もしくは法学や経済学のテ
ーマであって社会学の領分ではない，という
意識が支配的であったように思われる。 
日本の社会学では，まれにハウジングがテ
ーマとなる場合も，高度に抽象化された理論
とマクロな社会構造の分析に注目が集まり
やすく，他方で，理論的な展望を欠いたまま
個別事例が場当たり的に扱われることも少
なくなかった。一方，住宅政策論では，早く
から英語圏のハウジングの社会学に関心が
寄せられ，概念や枠組みが導入されつつある
ものの，それらを支える社会理論と方法論の
体系的な把握は進んでいない。 
本研究は「文化社会学」に立脚しているが，
同時に，日本の文化社会学の現状に対する批
判を含んでいる。英語圏のカルチュラル・ス
タディーズは，1990年代以降，日本の社会学
にも大きな影響を与えてきた。しかし，その
受容には一定の偏りがみられた。本研究との
関わりで重要なのは，住居をはじめとする日
常的な物質文化への視点が後景に退いた点
である。本研究は，現代の文化とテクノロジ
ーにおいて居住の場（ホーム）が焦点である
との指摘を踏まえ，住むという行為・状態を，
住宅というメディアをめぐって展開される
身体的・言説的実践として理解する。これに
より，文化社会学とハウジングの社会学を架
橋するという，これまで日本の社会学では自
覚的に追究されてこなかった課題に取り組
むことができる。 
 
２．研究の目的 
 
ハウジングの社会学の基本文献は依然と
して邦訳されておらず，紹介論文すらほとん
ど存在しない。このような状況の下では，日
本社会への応用以前に，文献調査を中心とす
る基礎研究が必要であると判断し，本研究で
は，ハウジングの社会学の生成と展開を包括
的に把握することを目指す。 
その際に本研究が注目するのは，研究史と
社会史の内在的関連である。ハウジングの社
会学は，理論と方法への反省を欠いた実務的
研究への批判から生まれた。それは，1940年
代の米国における計画的コミュニティ
（planned community）の研究においても，
1970 年代以降の英国を中心とするハウジン
グの政治経済学においても，共通して登場す
る主題であった。このことは，社会学と，住
宅への権利を主張する社会運動や，住宅の配
分や管理に関わる社会政策や都市計画との
距離の近さ，そして理論研究と実証研究の結

びつきを反映している。他方で，日本の社会
学におけるハウジング研究の「不在」は，社
会理論と経験的研究の双方において建造環
境と物質文化が軽視されてきたこと，そして，
この領域における政策志向の研究が建築学
に囲い込まれ，社会学と接点をもちにくかっ
たことに由来する。 
日本に限らず，ハウジングは社会学の安定
的なテーマではない。むしろ，周縁的なテー
マであるからこそ，それぞれの社会における
社会学の特徴が現われやすい。それは，ハウ
ジングが社会政策のなかで不安定な地位に
あるがゆえに，比較社会学の興味深い研究対
象となりうることとも対応している。ハウジ
ングの社会学を一つの指標としながら，社会
学の多様性をとらえることが，本研究のもう
ひとつの重要な目的である。 
 
３．研究の方法 
 
本研究では，以下の(1)と(2)の作業に取り組
んだ。いずれも文献にもとづく研究であるが，
(1)については未公刊文献および関連資料の
収集と整理に重点を置いた。 

(1) 1930～40年代の米国における，ハウジ
ングに関する社会学的研究の最初期の試み
に着目する。とくに，Ｒ．Ｋ．マートンを中
心とするコロンビア大学応用社会調査研究
所のグループが実施した計画的コミュニテ
ィ研究の概要を明らかにする。 

(2) 1960～70年代以降の英国におけるハウ
ジングの社会学の展開を体系的に把握する。
住宅階級論，都市管理者論からハウジング・
レジーム論に至る，都市の希少資源としての
住宅の配分に関する研究とともに，「ホーム」
の意味的な側面を重視し，生活を構造化する
媒体として住宅をとらえる研究に着目する。 
 
４．研究成果 
 
(1)米国におけるハウジングの社会学 
 
①住宅政策と社会調査 
米国では 1937 年，ニューディール政策の
一環として住宅法が成立し，低所得者向けの
住宅供給に連邦レベルでの法的根拠が与え
られた。住宅の計画的供給が進むにつれて，
その効果に対する調査が要請されつつあっ
た。これに呼応するように，1940年代，東海
岸のいくつかの有力大学で，計画的コミュニ
ティを対象とする社会調査が実施されてい
る。The Journal of Social Issuesの特集号『ハ
ウジングにおける社会政策と社会調査』
（1951 年）は，建築・都市計画，住宅政策，
経済学，社会学，心理学の専門家が参加した
シンポジウムの記録であり，企画編集はマー
トンらコロンビア大学応用社会調査研究所
のメンバーである。 
注目すべきは，このシンポジウムに，1940
年代中盤からこの領域に参入したＭ．ヤホダ



（コロンビア大学），Ｌ．フェスティンガー
（ＭＩＴ）といった社会心理学者に加えて，
すでに戦前からハウジング研究を行ってい
た社会学者，Ｓ．チェーピン（ミネソタ大学）
とＳ．リーマー（ウィスコンシン大学）が参
加していることである。流行のテーマである
だけでなく，米国の社会学において一定の蓄
積をもつハウジング研究を中間総括する意
図があったと思われる。 
 
②実験室としての計画的コミュニティ 
マートンのハウジング研究にもとづく公
刊文献のうち，最も詳細なものは「ハウジン
グの社会心理学」（Merton, 1948=2011）であ
る 。そこでは，（a）住宅団地のパブリックイ
メージ，（b）交友関係に与える空間的配置の
影響，（c）計画的コミュニティにおける人種
関係に関する調査結果が紹介されている。そ
れぞれ，（a）補完的投影，（b）機会構造，（c）
自己成就的予言という「中範囲の理論」に対
応し，（a）住宅地の管理，（b）空間の設計，
（c）住民人口構成の計画的調整という実務的
方針の策定に関わる。ここでマートンが示そ
うとしたのは，理論に根差すとともに政策へ
の応用にも開かれた経験的研究のモデルで
ある。 
マートンらにとって，クラフタウンやヒル
タウンというフィールドは「実験室」であっ
た。計画的コミュニティは，「程よく自己完
結した領域的単位となっている。このため，
社会的相互作用のパターンを，より容易に追
跡，分析することができる」。しかも，継続
的な改良を受け入れやすいことから，「社会
科学の研究にとって，比類なき実験室を提供
する」（Merton, 1948=2011: 145）。 
「ハウジングの社会心理学」でのマートン
の立場は，調査における厳密な実証性の追求
と，政策的な実践における応用の両立は，容
易ではないが可能である，というものである。
にもかかわらず，あるいは，だからこそと言
うべきか，現状に対する批判は手厳しい。マ
ートンは同論文の冒頭，「ハウジングの社会
心理学は歴史が浅く，しかも，不名誉な過去
を背負っている」（Merton, 1948=2011: 135）
とまで述べている。当時すでに，劣悪な住環
境と犯罪や逸脱の相関や，スラムクリアラン
スをはじめとする政策の効果について数多
くの調査が行なわれていた。マートンにして
みれば，それらの多くは妥当性を欠いていた。
批判の矛先は，チェーピンをはじめとする先
行者にも向かう。挑発とも受け取れる発言か
らは彼の意気込みの強さがうかがえる。 
 
③居住の場の形成過程 
もっとも，マートンらによる調査の最終報
告書は公刊されなかった。『社会生活のパタ
ーン：ハウジングの社会学の探究』（Patterns of 
Social Life: Explorations in the Sociology of 
Housing）と題された報告書は，1951 年頃に
はほぼ完成し，何度か出版が試みられたもの

の，現在まで公刊されていない。 
コロンビア大学附属図書館希少本・原稿ラ
イブラリー内の「ロバート・Ｋ・マートン文
書」（2010 年公開）には，同報告書の謄写版
が保管されている。それは全 14 章，約 700
ページに及ぶ大著であり，方法論に関するア
ペンディクスだけでも 100ページを超す。扱
われているテーマは，住宅地への意味づけ，
人間関係のネットワーク，友人関係の選択過
程，人種間関係，地域政治と大衆参加，プラ
イバシーの社会的価値，管理者の役割，計画
と自由と多岐にわたる。 
マートンらのハウジング研究は，居住者間
の社会的ネットワーク（構造的水準）のみな
らず，居住者の属性や経験による意味づけの
差異（個別的水準），住宅地を取り巻く世論
や政治の動向（環境的水準）という焦点をも
っていた。このことは，彼らが居住の場の形
成をめぐってさまざまな主体の間で展開さ
れる交渉の分析に踏み込んでいたことを示
している。その問題意識の広がりは，その後
のハウジングの社会学の展開を先取りする
ものだったとも言えるだろう。 
 
(2)英国におけるハウジングの社会学 
 
①生活資源の配分 
Ｊ．レックスとＲ．ムーアは，バーミンガ
ムの都心周辺部の調査において，住宅をめぐ
る社会集団間の葛藤に焦点を合わせた（Rex 
and Moore, 1967）。都市には，より望ましい住
宅に居住できる集団と，できない集団がある。
同じ経済的階級に属していても，居住する住
宅によって，生活の条件は大きく異なる。こ
こに，生産手段の所有状況を指標とする経済
的階級とは別に，住宅という消費手段の所有
状況を指標とする「住宅階級」を設定する意
義が生まれる。 
日常生活に欠かせない資源を配分する力
をもつ官僚制への着目は，「都市管理者」と
いう概念を提起したＲ．パールによってさら
に深められる（Pahl, 1970）。パールは，住宅
管理者，地方自治体職員，不動産開発業者，
住宅金融組合，保険会社といった職業的・専
門的集団が都市の希少資源へのアクセスを
制御する力を握っており，彼らの裁量的判断
の背景をなす「道徳的・政治的価値観」を明
らかにする必要があると指摘した。 
 
②ハウジング・レジーム 
レックスとムーア，そしてパールの考察は，
英国の実情に根ざしたものであった。しかし，
国によって住宅への政府の介入や運動のあ
り方はかなり異なる。この点に着目したのが，
「ハウジング・レジーム」の国際比較である。
すでにＧ．エスピン－アンデルセンは「福祉
レジーム」という視点を提示し，政府，家族，
市場，非営利セクターという福祉の供給源の
役割や規模の違いが，諸国間の差異を生み出
すと論じていた。都市社会学の下位分野とし



て生まれたハウジングの社会学は，レジーム
論からの刺激を受けて，住宅供給体制の比較
社会学へと展開した。 

1990 年代以降のハウジング研究を主導し
た論者の一人であるＪ．ケメニーは，オース
トラリア，スウェーデン，英国を例に挙げな
がら，福祉国家と住宅保有形態に密接な関係
があると指摘した（Kemeny, 1992）。スウェー
デンでは福祉への政府支出が大きく持ち家
率が低い。オーストラリアはその正反対であ
り，英国は両者の中間に位置する。これは偶
然の一致ではなく，持ち家が高率の税や高水
準の社会保障に対する抑止力として働くた
めであるという。 
さらに，都市の住宅形式と人口密度は，生
活の私事化／集合化の程度を反映している
という。私事化された都市は，広い宅地が確
保される代わりに，人口密度が低く，自家用
車なしでは暮らせない。公共サービスの水準
は低く，市場や家族の役割が重視される。他
方で，集合化が進んだ都市は，人口が集中し，
保育・介護などの共同利用施設や公共交通機
関が充実しており，女性の労働力率が高い。
こうした差異は，その社会の主流のイデオロ
ギーが「協同主義（collectivism）」か「私事主
義（privatism）」かを表わす指標であると同時
に，これらのイデオロギーを強化する。 
ある社会のハウジング・レジームは，地理
的条件や経済の発展段階によって決定され
るわけではない。そこには，各社会の歴史的
文脈のなかで展開される交渉のプロセスが
介在しており，住宅がその社会でどのような
意味を担っているかが鍵を握る。しかも，建
造環境は長期にわたって存続する。ある時期
の交渉や妥協にもとづいて作られた住宅や
都市のあり方が，その社会が将来取りうる選
択肢を左右する。 
 
③住まいのエスノグラフィ 
Ｐ．ソーンダースとＰ．ウィリアムズは，

1988年に Housing Studies誌に発表した「ホー
ムの構成」という論考で，それまでのハウジ
ング研究が住宅の供給・管理を重視するあま
り，「ホーム」の意味的な側面を軽視してき
たと指摘した。そして，「関係の総体的な複
合体のハブに位置し，様々な意味で，それを
通じて社会が構造化される重要なメディア」
（Saunders and Williams, 1988:84）としてのホ
ームの社会学的分析という課題を提示した。 
居住の場としてのホームが注目を集めた
背景には，労働者の政治意識の変容と「文化
的私化」をめぐる英国の社会学の論争が横た
わっている。このなかでとくに注目すべき業
績はパールの『分業論』（Pahl, 1984）である。 
『分業論』は，テムズ川河口にあるシェピ
ー島という小さな島のエスノグラフィを通
じて，少なからぬ人々が自らの住宅に多大な
労力を費やしていることを見出した。 
シェピー島では、かなり大がかりな改装工
事が自力（自家供給 self-provisioning）で，あ

るいは知人の手を借りて行われていた。この
観察は，住宅市場と労働市場の間の相補的関
係の発見へとつながる。住宅は余剰労働力の
貯蔵所の役割をもち，失業に対する保険とし
て働く。このことは，転売価値の高い住宅を
所有し，労働力が豊富な世帯はより豊かにな
り，その逆の条件の世帯はより貧しくなるこ
と，つまり，労働市場と住宅市場の相乗効果
による格差拡大プロセスの存在をも示唆し
ている。 
地域における日常生活の厚みや奥行きを
捉える上で，住まいと，それを維持するため
のさまざまな有償／無償，フォーマル／イン
フォーマルな仕事（work）の実践は，きわめ
て豊かな情報を与えてくれる。パールは，「私
は，より多くの研究者が，住宅内での観察，
聞き取り，記録のために多くの時間を費やす
ことが奨励されることを願っている」（Pahl, 
1989: 81）と呼びかけた。実際，『分業論』は，
都市社会学や家族社会学だけでなく，メディ
ア研究をはじめとする文化社会学にも少な
からず影響を与えた（Silverstone, 1994）。 
 
(3)日本におけるハウジング研究の再構成に
向けて 
 
日本では，建築学が，社会学，心理学，経
済学などの視点と方法を導入することで，学
際的な学問領域としての「建築計画学」が形
成されてきた。戦後日本社会における知の分
業体制が，その大きな要因であった。社会科
学の側から居住に関わる建造環境と物質文
化を対象化することによって成立した英語
圏のハウジング研究と対比させるとき，その
特異性は際だっている。 
他方で，日本の社会学を牽引してきた研究
者のなかには，住宅（もしくは住宅地）に一
定の関心をもつ者が少なくなく，調査フィー
ルドの選定基準として住宅の形態が用いら
れることも珍しくなかった。とくに，1950～
60 年代は「社宅」「団地」，70 年代は「ニュ
ータウン」「高層集合住宅」，80 年代は「再
開発地区」というように，重点は移行するも
のの一貫して計画的コミュニティの調査が
行われてきたことは注目に値する。 
問題は，建築計画学においても社会学にお
いても同時代のハウジングの社会学がほと
んど参照されず，ハウジングを理論的対象と
して位置づける方法意識が希薄だったこと
である。本研究が提示した「社会心理学」「政
治経済学」「エスノグラフィ」という枠組み
を手がかりに，これらの調査蓄積をハウジン
グの社会学のなかに位置づけなおすことが
今後の課題である。 
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